
人事行政の運営等の状況 

 

 地方公務員法第 58 条の２及び南相木村人事行政の運営等の状況の公表に関する条

例の規定に基づき、人事行政の透明性、公平性を高めるため、職員の給与や職員数、

勤務条件などの状況について、次のとおり公表します。 

 

令和 ７年 10 月 31 日 

南相木村長 中 島 則 保 

 

令和６年度南相木村人事行政の運営等の状況 

１．職員の任免及び職員数に関する状況 

  ２．職員の給与の状況 

  ３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

  ４．職員の休業の状況 

  ５．職員の分限及び懲戒処分の状況 

  ６．職員の服務の状況 

  ７．職員の退職管理の状況 

  ８．職員の研修の状況 

  ９．職員の福祉及び利益の保護の状況 

   

 

１．職員の任免及び職員数に関する状況 

 （１）令和５年・６年度新規採用の状況            単位：人 

区    分 令和５年度 令和６年度 増減 

 

村長部局 ３ １ △２ 

一般会計 ３ １ △２ 

特別会計 ０ ０ － 

議会事務局 （０） （０） （－） 

選挙管理委員会事務局 （０） （０） （－） 

監査事務局 （０） （０） （－） 

農業委員会事務局 （０） （０） （－） 

 

 

 

教育委員会 ０ ０ － 

事務局 ０ ０ － 

小学校 ０ ０ － 

合    計 ３ １ △２ 



 

（２）退職者の状況（令和７年３月末現在）            単位：人 

区    分 令和５年度 令和６年度 増減 

 

村長部局 ５ ４ △１ 

一般会計 ５ ４ △１ 

特別会計 ０ ０ － 

議会事務局 （０） （０） （－） 

選挙管理委員会事務局 （０） （０） （－） 

監査委員事務局 （０） （０） （－） 

農業委員会事務局 （０） （０） （－） 

 

 

 

教育委員会 ０ ０ － 

事務局 ０ ０ － 

小学校 ０ ０ － 

合    計 ５ ４ △１ 

 

（３）職員数の状況                令和６年４月１日現在 

区    分 令和５年度 令和６年度 増減 

 

村長部局 38 33 △５ 

一般会計 34 29 △５ 

特別会計 ４ ４ － 

議会事務局 （１） （１） （－） 

選挙管理委員会事務局 （１） （１） （－） 

監査委員事務局 （１） （１） （－） 

農業委員会事務局 （１） （１） （－） 

 

 

 

教育委員会 ７ ７ ０ 

事務局 ４ ３ △１ 

小学校 ３ ４ １ 

合    計 45 40 △５ 

 

 

 

 

 

 

 



２．職員の給与の状況 

 （１）人件費の状況（令和６年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

(令和６年４月１日) 

歳出額 

Ａ 

人件費 

Ｂ 

人件費比率 

Ｂ／Ａ 

前 年 度 

人件費比率 

         人 

944 

千円 

1,901,362 

千円 

373,854 

％ 

19.7 

％ 

19.7 

 ※普通会計には、一般会計、人件費には特別職の給与、報酬を含む。 

 

 （２）職員給与費の状況（令和６年度普通会計）      単位：千円 

職員数 

Ａ 

給 与 費 １人当たり 

給与費(Ｂ/Ａ) 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

36 126,784 17,617 51,689 196,090 5,447 

 ※給与費は、当初予算に計上された金額です。 

 

 （３）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在） 

区分 南相木村 国 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 277,425 40.7 323,823 42.1 

技能労務職 331,400 56.0 288,144 51.2 

 

 （４）職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在） 

一般行政職 
大学卒 213,600 円 

高校卒 188,000 円 

 

 （５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在） 

区 分 経験年数 10～15 年 経験年数 15～20 年 経験年数 20～30 年 

一般行政職 

大学卒 269,900 ― 356,875 

短大卒 263,950 ― 342,400 

高校卒 ― ― 350,050 

技能労務職 

大学卒 ― ― ― 

短大卒 ― ― ― 

高校卒 ― ―  

 

 

 



 （６）一般行政職・技能労務職の級別職員数等の状況（令和６年４月１日現在） 

区分 標準的な職務 
一般行政職 技能労務職 

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 

６級 課長 １ 2.6 ―   ― 

５級 課長・課長補佐 ６ 15.4 1 100.0 

４級 係長・主幹 ８ 20.5 ― ― 

３級 主査 ２ 5.1 ― ― 

２級 主任 ７ 17.9 ― ― 

１級 主事 15 38.5 ― ― 

計  39 100.0 ― ― 

 

 （７）ラスパイレス指数の水準 

年度 30 31 ２ ３ ４ ５  ６ 

一般行政職 91.3 90.7 91.0 91.0 91.9 90.1 89.4  

 

 （８）諸手当の状況 

手 当 名 支 給 内 容 

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員の職のうち村長が定める者に

支給する。月額は、その職を占める職員の属する職務の級にお

ける最高の号俸の給料月額の 10％を超えない範囲内とする。 

 

扶養手当 ・配偶者 6,500 円 

・子   10,000 円 

・その他の扶養親族 6,500 円／人 

・15 歳～22 歳までの子 5,000 円の加算 

住居手当 ・借家 月額 16,000 円を超える家賃を支払っている場合支給 

   月額 27,000 円以下 16,000 円を控除した額 

   月額 27,000 円以上 27,000 円を控除した額の 1/2 に

11,000 円を加算した額（1/2 の額は 17,000 円を限度） 

通勤手当 通勤距離が片道 2ｋｍ以上を対象 

・交通機関等利用の場合  運賃相当額（上限 55,000 円） 

・自家用車等利用の場合  距離数に応じて支給 

             2～60ｋｍ 2,000～29,800 円 

特殊勤務手当 なし 



時間外手当 正規の勤務時間外に勤務した時間に対し、勤務１時間につき給

料の時間単価の 125％（午後 10 時から午前 5時までは 150％を

支給。週休日の場合は、135％と 160％） 

期末手当 期末手当は、６月１日及び 12 月１日にそれぞれ在職する職員

に支給。手当の額は、期末手当基礎額に、1.25 ヶ月を乗じた

額（特定幹部職員にあっては、1.05 ヶ月を乗じた額） 

勤勉手当 勤勉手当は、６月１日及び 12 月１日にそれぞれ在職する職員

に支給。手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が村長の定

める基準に従って定める割合を乗じた額。 

寒冷地手当 寒冷地手当は、11 月から３月までの期間に対して支給。手当

の額は、世帯主で扶養親族のある職員は 19,800 円、世帯主で

扶養親族のない職員は 11,400 円、世帯主でない職員は 8,200

円。 

 

 （９）特別職の報酬（令和６年４月） 

区  分 給料月額 報酬月額 期末手当 

特別職 

村長 740,000 円  6 月期 1.7 月分 

12 月期 1.8 月分 

 

 

副村長 596,000 円  

教育長 550,000 円  

議会議員 

議長  260,000 円 6 月期 1.7 月分 

12 月期 1.8 月分 

 

副議長  177,000 円 

常任委員長  167,000 円 

議会運営委員長  167,000 円 

議員  140,000 円 

 

３．職員の勤務時間その他勤務条件の状況 

 （１）職員の休日 

   イ、国民の祝日に関する法律に規定する休日 

   ロ、１月１日から同月３日まで及び 12 月 29 日から同月 31 日までの日（イの

日を除く） 

 

 

 

 



 （２）勤務時間 

区分 
１週間の 

勤務時間 
開始時刻 終了時刻 休憩時間 

一般行政 

教育行政 
38 時間 45 分 ８：３０ １７：１５ １２：００～１３：００ 

  ＊学校における休憩時間及び休息時間については、校長が別に定めています。 

 

４．職員の休業の状況 

 （１）休暇制度の概要 

   休暇は有給休暇と無給休暇に分かれ、有給休暇には事由を限らない年次有給休

暇と、結婚、忌引、ボランティア活動などの特定の事由に基づいて認められる特

別休暇等があります。 

   休業は比較的長期に渡って勤務を免除するもので、育児や介護のための休業が

あり、いずれも無給となります。 

区 分 取得条件 期  間 給料の支給 

年次休暇 特になし 

全職員に対し、１年につき２０日 

（前年に未使用日数がある場合

は最大２０日を繰越） 

有 給 

療養休暇 
負傷又は疾病のため療養する

必要があるとき 

負傷又は疾病 

 公務上→３年を超えない範囲内に 

おいて最小限度 

 公務外→９０日を超えない範囲内

で最小限度 

女子職員の生理日 

 生理日に勤務することが著し

く困難女子職員→その都度必要 

   と認める期間 

疾病区分に応じ

た期間は有給 

 

 

 

 

 

 

特別休暇 

公民権の公使があるとき 必要と認められる期間 有 給 

公の職務執行の必要があるとき 必要と認められる期間 有 給 

骨髄移植のドナーとなるとき 必要と認められる期間 有 給 

運営上の必要に基づく事務・事

業の全部又は一部の停止 
必要と認められる期間 有 給 

職員の結婚 連続する５日以内 有 給 

妊娠中女子職員の母子保健法

に規定する指導・診査の受診 

妊娠期間によって定められた回

数、医師等に指示された回数と
有 給 



し、その都度認められる期間 

通勤時における混雑の程度が

妊娠中女子職員の母体・胎児の

健康保持に影響があると認め

られる場合 

正規の勤務時間の始め・終わりに

おいて、1 日を通じて 1 時間を超

えない範囲内でそれぞれ必要と

される時間 

有 給 

妊娠中女子職員の業務が母

体・胎児の健康保持に影響があ

ると認められる場合、適宜休

憩・捕食するとき 

その都度必要と認められる期間 有 給 

６週間（多胎妊娠の場合は 14

週間）以内に出産する予定であ

る女子職員が申し出た場合 

出産の日までの申し出た期間 有 給 

出産するとき 
出産の日までの申出た期間 

（６週間） 
有 給 

女子職員の出産 出産の翌日から８週間 有 給 

生後１年に満たない子を育て

るとき 

１日２回その都度必要と認める

期間 
有 給 

妻の出産の付添いをするとき ２日の以内 有 給 

出産に伴い就学前の子を看護

するとき 

出産予定日の１４週内において

５日以内 
有 給 

就学前の子を看護するとき １年につき５日以内 有 給 

忌引 

配偶者        →７日 

血族 父母      →７日 

   子       →５日 

   祖父母     →３日 

   孫       →１日 

   兄弟姉妹    →３日 

   伯叔父母    →１日 

姻族 １親等直系尊属 →３日 

    同 卑属   →１日 

   ２親等直系尊属 →１日 

   ２親等の傍系者 →１日 

   ３親等の傍系尊属→１日 

有 給 

父母の祭日 １日以内で必要と認めるとき 有 給 

夏季休暇 ７～９月までの３日以内 有 給 



感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律

による交通遮断のとき 

その都度必要と認める期間 有 給 

風水害等災害による交通遮断 その都度必要と認める期間 有 給 

災害による住居の滅失・破壊 その都度必要と認める期間 有 給 

その他交通機関の事故等不可

抗力のとき 
その都度必要と認める期間 有 給 

無償で社会奉仕活動をするとき 
1 年につき 5 日を超えない範囲内

で必要と認められる期間 
有 給 

介護休暇 

配偶者、父母、子、配偶者の父母等

及び規則で定める者で負傷・疾病又

は老齢により日常生活を営むのに

支障があるものを介護するため勤

務しないことが相当であると認め

られるとき 

 

 

連続する６月の期間において必

要と認められる期間 

 

 

無 給 

 

組合休暇 

 

登録された職員団体の規約に定

める執行機関等に従事する場合 

その都度必要と認める期間 

（１年につき３０日以内） 
無 給 

  

（２）休暇及び休業の取得状況 

年次休暇 総付与日数 総使用日数 全対象職員数 平均取得日数 消化率 

令和６年 1,505 日 351 日 40 人 8.8 日 23.3％ 

令和５年 1,596 日 396 日 43 人 9.2 日 24.8％ 

 

療養休暇 

（連続１５日以上） 

延取得者 

    ０人 

 

区 分 育児休暇 介護休暇 組合休暇 

取得者数 １人 ０人 ０人 

 

 

５．職員の分限及び懲戒処分の状況（令和６年度） 

  分限処分は、一定の事由がある場合に、職員の意に反して行われる不利益処分で

あり、公務の能率維持及び適正運営確保のために行われるものです。 

  懲戒処分は、一定の義務違反や公務員としてふさわしくない非行がある場合に、



その責任を問う不利益処分であり、公務における規律と秩序の維持のために行われ

るものです。 

処分内容 処分者数 処 分 事 由 

分 

限 

処 

分 

免  職 ０人  

降  任 ０人  

休  職 ０人  

降  給 ０人  

懲 

戒 

処 

分 

免  職 ０人  

停  職 ０人  

減  給 ０人  

戒  告 ０人  

 

６．職員の服務の状況 

  全ての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂

行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならないとされています。 

  この服上の根本基準を基に、職員には多くの義務や制限が課せられています。 

 

 （１）職務の義務違反 

区  分 内    容 処分等者数 

命令に従う義務 

（地公法第３２条） 

職員は、法令に従い、かつ、上司の命令に従わな

ければならない。 
０人 

信用失墜行為の禁止 

（地公法第３３条） 

職員は、職の信用を傷つけ、又は職全体の不名誉

となるような行為はしてはならない。 
０人 

秘密を守る義務 

（地公法第３４条） 

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならな

い。その職を退いた後も同様とする。 
０人 

職務に専念する義務 

（地公法第３５条） 

職員は勤務時間中、職務に注意力の全てを用い、

職務にのみ専念しなければならない。 
０人 

政治行為の制限 

（地公法第３６条） 
職員等は政治活動等に関与してはならない。 ０人 

争議行為の禁止 

（地公法第３７条） 
職員は、ストライキ等をしてはならない。 ０人 

営利活動等への従事制限 

（地公法第３８条） 

職員は、許可を受けなければ、営利を目的とする

会社その他の団体の役員を兼ね、若しくは事務に

も従事してはならない。 

０人 

 

 



７．職員の退職管理の状況 

 再就職状況の届出 ０人 

 

８．職員の研修の状況 

（１）職員の研修 

   多様化、高度化する行政ニーズに対応し、柔軟で効率的な行政運営に努める職

員を育成するため、研修計画を策定し、職員研修を行う必要があります。 

 

（２）職員の研修状況（令和６年度） 

研修区分 研修の内容 受講延人数 

一般研修 新規採用、中堅職員・管理監督職研修 など ５ 

専門研修 財務会計研修、CATV 研修、保健福祉研修 など 39 

派遣研修 市町村アカデミー、国際文化アカデミー など ０ 

その他研修 広域連合人材育成研修 など 21 

   

９．職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の福利厚生 

   職員または被扶養者の病気、負傷、災害、障害若しくは死亡等に関して適切な

給付を行うため、相互救済を目的とする共済制度があります。本村職員が加入し

ている共済制度は、長野県市町村共済組合です。 

   また、職員の健康増進、レクリエーション等の交流活動に対して福利厚生費の

公費支出をしております。本村職員が加入している共同互助会は、長野県市町村

職員互助会です。令和４年度の互助会等に対する職員の掛金は毎月給料月額の

2.8／1000 で、公費負担額は、405,228 円です。 

 

（２）互助会による支援事業 

事業 事業の内容 

生活安定支援事業 ・療養見舞金：1日につき 1,000 円（限度 100 日） 

次世代育成支援事業 ・結婚祝金：1件 30,000 円 

・出産祝金：1件 30,000 円 

・入学・卒業祝金：小学校入学時 1件 10,000 円 

         中学校卒業時 1件 10,000 円 

健康増進支援事業 ・体力向上等助成金：会員 1名につき 500 円 

・健康増進助成金：20,000 円 

（一定の勤続年数（特別職 5年、一般職 15 年）に達し、自

らの健康増進に関する事業を実施したとき） 



・メンタルヘルス相談会 

・こころの健康相談室 

生活設計支援事業 ・退会一時金： 

支給単価×会員期間－「リフレッシュ助成金」 

・リフレッシュ助成金：各 50,000 円 

 （会員期間が 10,20,30 年に達したとき） 

・生活支援助成金：死亡によらず退会した場合

に支給される退会一時金に相当する額 

福利厚生施設との 

提携事業 

・会員の福利厚生の向上を図るため、市町村等の所管する

宿泊施設、文化施設、スポーツ施設等を会員及び家族が利

用する場合は、割引料金で利用できる 

 

 （３）公務災害補償制度 

   公務災害の補償については、地方公務員共済組合法に基づいて行われておりま

す。 

   公務上の災害補償に対する補償の迅速かつ公正な実施を確保するため、地方公

務員災害補償基金が設置され、補償を行います。 

    令和６年度 災害件数 １件 

 

 （４）職員の利益の保護 

   職員は、給与、勤務時間その他勤務条件に対し、適切な措置が講じられるよう

要求することや、懲戒その他意に反する不利益な処分を受けたときは、公平委員

会に申し立てをすることができます。 

    令和６年度 申し立て件数 ０件 


